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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】前方移動装置の移動における急激な断面変化に
確実に対応できる直上高架橋の施工装置の提供。
【解決手段】基礎工用施工装置１６と部材架設用施工装
置１８は、杭２８または杭打設用のスタンドパイプ３０
に移動可能に支持された下部ガーダー２０、２２と、下
部ガーダー２０、２２に対して移動可能にされた上部ガ
ーダー２４、２６とを有する。部材架設用施工装置１８
は、下部ガーダー２４上で上部ガーダー２６の前方部を
移動可能に支持する前方移動装置６２と、上部ガーダー
２６の後方部を構築された直上高架橋１４上で移動可能
に支持する後方移動装置６４とを有する。前方移動装置
６２は、進行方向の両側部に位置する脚部７４と、脚部
７４を上部位置で連結する上部連結部７６とを有する門
型状とされ、上部連結部７６は、脚部７４を水平方向で
回転可能に支持する回転支持機構と、脚部７４の間隔を
拡縮する拡縮機構とを有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　杭構築等の下部工を行う基礎工用施工装置と、基礎工上に高架橋等の上部工を行う部材
架設用施工装置とを有し、
　前記各施工装置は、先行して構築される杭または杭打設用の下地工に移動可能に支持さ
れた下部ガーダーと、前記下部ガーダーに対して移動可能にされた上部ガーダーとを有し
、
　前記部材架設用施工装置は、前記下部ガーダー上で前記上部ガーダーの前方部を移動可
能に支持する前方移動装置と、前記上部ガーダーの後方部を構築された直上高架橋上で移
動可能に支持する後方移動装置とを有する直上高架橋の施工装置であって、
　前記前方移動装置は、進行方向の両側部に位置する一対の脚部と、これら脚部を上部位
置で連結する上部連結部とを有する門型状とされ、
　前記上部連結部は、前記一対の脚部を水平方向で回転可能に支持する回転支持機構と、
上部連結部の幅を拡縮することで前記一対の脚部の間隔を拡縮する拡縮機構とを有するこ
とを特徴とする直上高架橋の施工装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記一対の脚部は、上下スライド機構を有し、
　前記上下スライド機構は、前記一対の脚部が上下方向で分割形成され、かつ、上下方向
で伸縮可能に接合された上部脚部及び下部脚部と、前記上部脚部及び下部脚部の対応位置
に長さ方向に沿って所定間隔で設けられた複数の連結孔と、前記上部脚部及び下部脚部の
一方に設けられ、他方が前記連結孔に対して脱着可能にされた伸縮ジャッキと、所定の伸
縮位置で前記上部脚部及び下部脚部の対応位置の連結孔に装着可能にされた連結ピンとを
有することを特徴とする直上高架橋の施工装置。
【請求項３】
　請求項１または２において、
　前記基礎工用施工装置は、下部ガーダーの上方に下部ガーダーに沿って支持された移動
装置付き脚を有し、この移動装置付き脚は、回転機構により水平方向で回転可能にされ、
かつ、拡縮機構により幅方向で拡縮可能にされていることを特徴とする直上高架橋の施工
装置。
【請求項４】
　杭構築等の下部工を行う基礎工用施工装置と、基礎工上に高架橋等の上部工を行う部材
架設用施工装置とを用い、前記基礎工用施工装置にて、上部工に先行して杭または杭打設
用の下地工を施工する工程と、前記先行構築された杭または杭打設用の下地工に前記基礎
工用施工装置の下部ガーダーを移動可能に支持させ、この下部ガーダーに対して前記基礎
工用施工装置の上部ガーダーを移動可能に支持させる工程と、前記杭または杭打設用の下
地工に前記部材架設用施工装置の下部ガーダーを移動可能に支持させ、構築された直上高
架橋上で上部ガーダーを移動可能に支持させる工程と、前記基礎工用施工装置の移動に伴
い基礎工用施工装置により構築された杭上に前記部材架設用施工装置にて順次直上高架橋
を構築する工程とを含む直上高架橋の施工方法であって、
　前記部材架設用施工装置は、前記下部ガーダー上で前記上部ガーダーの前方部を移動可
能に支持する前方移動装置と、前記上部ガーダーの後方部を構築された直上高架橋上で移
動可能に支持する後方移動装置とを有し、前記前方移動装置は、進行方向の両側部に位置
する一対の脚部と、これら脚部を上部位置で連結する上部連結部とを有する門型状とされ
、
　前方移動装置が下部ガーダー上を移動する際に、下部ガーダーの断面方向の角度変化が
生じた場合に、前記上部連結部に設けた前記一対の脚部を水平方向で回転可能に支持する
回転支持機構により、前記一対の脚部を回転させて下部ガーダーの断面方向の角度変化に
対応させる工程と、
　前方移動装置が下部ガーダー上を移動する際に、下部ガーダーの断面方向の角度に急激
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な変化が生じた場合に、前記上部連結部に設けた上部連結部の幅を拡縮する拡縮機構によ
り、前記一対の脚部の間隔を拡縮することで前記回転支持機構による脚部の回転と相まっ
て前記下部ガーダーの断面方向の急激な角度変化に対応する工程と、
　新設の直上高架橋の高さに変化が生じた場合に、前記一対の脚部が上下方向で分割形成
され、かつ、上下方向で伸縮可能に接合された上部脚部及び下部脚部と、前記上部脚部及
び下部脚部の対応位置に長さ方向に沿って所定間隔で設けられた複数の連結孔と、前記上
部脚部及び下部脚部の一方に設けられ、他方が前記連結孔に対して脱着可能にされた伸縮
ジャッキと、所定の伸縮位置で前記上部脚部及び下部脚部の対応位置の連結孔に装着可能
にされた連結ピンとを有する上下スライド機構を用い、前記伸縮ジャッキにより上下部脚
部の長さを調節して連結ピンを上下部脚部に形成した対応位置の位置決め穴に挿入して脚
部の高さを調整し、さらに調整を必要とする場合には、伸縮ジャッキを順次盛替えること
により必要な高さまで脚部の高さを調整する工程と、
　を含むことを特徴とする直上高架橋の施工方法。
【請求項５】
　請求項４において、
　前記基礎工用施工装置は、下部ガーダーの上方に下部ガーダーに沿って支持された移動
装置付き脚を有し、この移動装置付き脚は、回転機構により水平方向で回転可能にされ、
かつ、拡縮機構により幅方向で拡縮可能にされ、
　前記下部ガーダーに沿って前記移動装置付き脚が移動する際に、下部ガーダーの断面方
向の角度変化が生じた場合に、前記移動装置付き脚部を回転機構により水平方向で回転さ
せて下部ガーダーの断面方向の角度変化に対応させる工程と、
　前記下部ガーダーに沿って前記移動装置付き脚が移動する際に、下部ガーダーの断面方
向の角度に急激な変化が生じた場合に、前記拡縮機構により前記移動装置付き脚の幅を拡
縮することで前記回転機構による移動装置付き脚の回転と相まって前記下部ガーダーの断
面方向の急激な角度変化に対応する工程と、
　を含むことを特徴とする直上高架橋の施工方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、直上高架橋の施工装置及び直上高架橋の施工方法に関し、特に、直上高架橋
の高さの変化や断面変化に容易に対応可能な直上高架橋の施工装置及び直上高架橋の施工
方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　この直上高架橋の施工装置は、杭構築等の下部工を行う基礎工用施工装置と、基礎工上
に高架橋等の上部工を行う部材架設用施工装置とを有し、各施工装置は、先行して構築さ
れる杭または杭打設用の下地工に移動可能に支持された下部ガーダーと、前記下部ガーダ
ーに対して移動可能にされた上部ガーダーとを有したものとされている。
【０００３】
　また、部材架設用施工装置は、下部ガーダー上で上部ガーダーの前方部を移動可能に支
持する前方移動装置と、上部ガーダーの後方部を構築された直上高架橋上で移動可能に支
持する後方移動装置とを有するものとされている。
【０００４】
　このように、架設ガーダー方式による汎用部材の使用を主体とすることで、低コストで
工期短縮を実現することができるものとなっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－２９１８０９号公報
【特許文献２】特開２０１０－２０３１５５号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このような直上高架橋の施工装置にあっては、前方移動装置の高さや幅を可変にしたり
、レールとローラとの間にクリアランスを持たせたりすることで、ある程度の直上高架橋
の高さの変化や断面変化に対応できるようにしているが、直上高架橋の大幅な高さの変化
や急激な断面変化に対応できず、さらなる改良が望まれていた。
【０００７】
　本発明の目的は、急激な断面変化に確実に対応することができる直上高架橋の施工装置
及び直上高架橋の施工方法を提供することにある。
【０００８】
　また、直上高架橋の大幅な高さの変化に確実に対応することができる直上高架橋の施工
装置及び直上高架橋の施工方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記目的を達成するため、本発明の直上高架橋の施工装置は、杭構築等の下部工を行う
基礎工用施工装置と、基礎工上に高架橋等の上部工を行う部材架設用施工装置とを有し、
　前記各施工装置は、先行して構築される杭または杭打設用の下地工に移動可能に支持さ
れた下部ガーダーと、前記下部ガーダーに対して移動可能にされた上部ガーダーとを有し
、
　前記部材架設用施工装置は、前記下部ガーダー上で前記上部ガーダーの前方部を移動可
能に支持する前方移動装置と、前記上部ガーダーの後方部を構築された直上高架橋上で移
動可能に支持する後方移動装置とを有する直上高架橋の施工装置であって、
　前記前方移動装置は、進行方向の両側部に位置する一対の脚部と、これら脚部を上部位
置で連結する上部連結部とを有する門型状とされ、
　前記上部連結部は、前記一対の脚部を水平方向で回転可能に支持する回転支持機構と、
上部連結部の幅を拡縮することで前記一対の脚部の間隔を拡縮する拡縮機構とを有するこ
とを特徴とする。
【００１０】
　本発明によれば、架設ガーダー方式による汎用部材の使用を主体とすることで、低コス
トで工期短縮を実現することができる。
【００１１】
　また、上部連結部に設けた回転支持機構により一対の脚部を水平方向で回転可能に支持
することで、前方移動装置の移動の際における下部ガーダーの大幅な断面変化に確実に対
応することができる。
【００１２】
　さらに、上部連結部に設けた拡縮機構により上部連結部の幅を拡縮することで前記一対
の脚部の間隔を拡縮することができ、これによって、回転支持機構と相まって、前方移動
装置の移動の際における下部ガーダーの大幅な断面変化に確実に対応することができる。
【００１３】
　本発明においては、前記一対の脚部は、上下スライド機構を有し、
　前記上下スライド機構は、前記一対の脚部が上下方向で分割形成され、かつ、上下方向
で伸縮可能に接合された上部脚部及び下部脚部と、前記上部脚部及び下部脚部の対応位置
に長さ方向に沿って所定間隔で設けられた複数の連結孔と、前記上部脚部及び下部脚部の
一方に設けられ、他方が前記連結孔に対して脱着可能にされた伸縮ジャッキと、所定の伸
縮位置で前記上部脚部及び下部脚部の対応位置の連結孔に装着可能にされた連結ピンとを
有するものとすることができる。
【００１４】
　このような構成とすることにより、伸縮ジャッキを盛替えることで、脚部を複数段の高
さ位置に位置決めすることができ、その結果、直上高架橋の大幅な高さの変化に確実に対
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応することができる。
【００１５】
　本発明においては、前記基礎工用施工装置は、下部ガーダーの上方に下部ガーダーに沿
って支持された移動装置付き脚を有し、この移動装置付き脚は、回転機構により水平方向
で回転可能にされ、かつ、拡縮機構により幅方向で拡縮可能にされたものとすることがで
きる。
【００１６】
　このような構成とすることにより、基礎工用施工装置においても、回転機構及び拡縮機
構によって、移動の際における下部ガーダーの大幅な断面変化に確実に対応することがで
きる。
【００１７】
　本発明の直上高架橋の施工方法は、杭構築等の下部工を行う基礎工用施工装置と、基礎
工上に高架橋等の上部工を行う部材架設用施工装置とを用い、前記基礎工用施工装置にて
、上部工に先行して杭または杭打設用の下地工を施工する工程と、前記先行構築された杭
または杭打設用の下地工に前記基礎工用施工装置の下部ガーダーを移動可能に支持させ、
この下部ガーダーに対して前記基礎工用施工装置の上部ガーダーを移動可能に支持させる
工程と、前記杭または杭打設用の下地工に前記部材架設用施工装置の下部ガーダーを移動
可能に支持させ、構築された直上高架橋上で上部ガーダーを移動可能に支持させる工程と
、前記基礎工用施工装置の移動に伴い基礎工用施工装置により構築された杭上に前記部材
架設用施工装置にて順次直上高架橋を構築する工程とを含む直上高架橋の施工方法であっ
て、
　前記部材架設用施工装置は、前記下部ガーダー上で前記上部ガーダーの前方部を移動可
能に支持する前方移動装置と、前記上部ガーダーの後方部を構築された直上高架橋上で移
動可能に支持する後方移動装置とを有し、前記前方移動装置は、進行方向の両側部に位置
する一対の脚部と、これら脚部を上部位置で連結する上部連結部とを有する門型状とされ
、
　前方移動装置が下部ガーダー上を移動する際に、下部ガーダーの断面方向の角度変化が
生じた場合に、前記上部連結部に設けた前記一対の脚部を水平方向で回転可能に支持する
回転支持機構により、前記一対の脚部を回転させて下部ガーダーの断面方向の角度変化に
対応させる工程と、
　前方移動装置が下部ガーダー上を移動する際に、下部ガーダーの断面方向の角度に急激
な変化が生じた場合に、前記上部連結部に設けた上部連結部の幅を拡縮する拡縮機構によ
り、前記一対の脚部の間隔を拡縮することで前記回転支持機構による脚部の回転と相まっ
て前記下部ガーダーの断面方向の急激な角度変化に対応する工程と、
　新設の直上高架橋の高さに変化が生じた場合に、前記一対の脚部が上下方向で分割形成
され、かつ、上下方向で伸縮可能に接合された上部脚部及び下部脚部と、前記上部脚部及
び下部脚部の対応位置に長さ方向に沿って所定間隔で設けられた複数の連結孔と、前記上
部脚部及び下部脚部の一方に設けられ、他方が前記連結孔に対して脱着可能にされた伸縮
ジャッキと、所定の伸縮位置で前記上部脚部及び下部脚部の対応位置の連結孔に装着可能
にされた連結ピンとを有する上下スライド機構を用い、前記伸縮ジャッキにより上下部脚
部の長さを調節して連結ピンを上下部脚部に形成した対応位置の位置決め穴に挿入して脚
部の高さを調整し、さらに調整を必要とする場合には、伸縮ジャッキを順次盛替えること
により必要な高さまで脚部の高さを調整する工程と、
　を含むことを特徴とする。
【００１８】
　本発明によれば、基礎工用施工装置及び部材架設用施工装置は、それぞれ下部ガーダー
及び上部ガーダーを有する架設ガーダー方式による汎用部材の使用を主体としたもので、
専用の装置と異なり低コストとすることができ、しかも、各施工装置は先行して構築され
る杭または杭打設用の下地工に支持させることで、荷重支持のための全面的な地盤改良や
整地作業、横断する地下埋設物などの防護工等の必要もないため、大幅なコスト低減と工
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期短縮を実現することができる。
【００１９】
　また、基礎工用施工装置で先行構築した杭または杭打設用の下地工に下部ガーダーを支
持させ、杭が構築された状態で後続の部材架設用施工装置により直上高架橋を構築するこ
とができ、一連の施工作業を効率よく行うことができる。
【００２０】
　さらに、上部連結部に設けた回転支持機構により一対の脚部を水平方向で回転可能に支
持することで、前方移動装置の移動の際における下部ガーダーの大幅な断面変化に確実に
対応することができる。
【００２１】
　また、上部連結部に設けた拡縮機構により上部連結部の幅を拡縮することで前記一対の
脚部の間隔を拡縮することができ、これによって、回転支持機構と相まって、前方移動装
置の移動の際における下部ガーダーの大幅な断面変化に確実に対応することができる。
【００２２】
　そしてさらに、伸縮ジャッキを盛替えることで、脚部を複数段の高さ位置に位置決めす
ることができ、その結果、直上高架橋の大幅な高さの変化に確実に対応することができる
。
【００２３】
　本発明においては、前記基礎工用施工装置は、下部ガーダーの上方に下部ガーダーに沿
って支持された移動装置付き脚を有し、この移動装置付き脚は、回転機構により水平方向
で回転可能にされ、かつ、拡縮機構により幅方向で拡縮可能にされ、
　前記下部ガーダーに沿って前記移動装置付き脚が移動する際に、下部ガーダーの断面方
向の角度変化が生じた場合に、前記移動装置付き脚部を回転機構により水平方向で回転さ
せて下部ガーダーの断面方向の角度変化に対応させる工程と、
　前記下部ガーダーに沿って前記移動装置付き脚が移動する際に、下部ガーダーの断面方
向の角度に急激な変化が生じた場合に、前記拡縮機構により前記移動装置付き脚の幅を拡
縮することで前記回転機構による移動装置付き脚の回転と相まって前記下部ガーダーの断
面方向の急激な角度変化に対応する工程と、
　を含むものとすることができる。
【００２４】
　このような構成とすることにより、回転機構により移動機構付き脚を水平方向で回転可
能に支持することで、移動装置付き脚の移動の際における下部ガーダーの大幅な断面変化
に確実に対応することができ,また、拡縮機構により移動装置付き脚の幅を拡縮すること
で、回転支持機構と相まって、移動装置付き脚の移動の際における下部ガーダーの大幅な
断面変化に確実に対応することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の一実施の形態にかかる直上高架橋の施工装置を示す側面図である。
【図２】図１の部材架設用施工装置の拡大側面図である。
【図３】図２の前方移動装置を矢視III方向から見た正面図である。
【図４】図３の前方移動装置を上方から見た斜視図である。
【図５】図３の前方移動装置の下側部分を示す斜視図である。
【図６】図１の基礎工用施工装置の概略平面図である。
【図７】図６の基礎工用施工装置の概略側面図である。
【図８】（Ａ）は図６の基礎工用施工装置の回転機構を示す部分拡大平面図、（Ｂ）は回
転機構により移動装置付き脚を水平方向で回転させた状態を示す部分拡大平面図である。
【図９】下部ガーダー支持状態を示す部分拡大側面図である。
【図１０】図９の矢視Ｘ方向から見た側面図である。
【図１１】下部ガーダーの連結部における中折れ機構の状態を示す拡大平面図である。
【図１２】図１１の矢視ＸI方向から見た側面図である。
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【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照して説明する。
【００２７】
　図１～図１２は、本発明の一実施の形態にかかる直上高架橋の施工装置を示す図である
。
【００２８】
　図１は、本実施の形態にかかる直上高架橋の施工装置を示す側面図で、この直上高架橋
の施工装置１０は、既設の軌条１２の直上に高架橋１４を構築するもので、基礎工用施工
装置１６と、部材架設用施工装置１８とを有している。
【００２９】
　各施工装置１６及び１８はそれぞれ下部ガーダー２０、２２及び上部ガーダー２４、２
６を有している。
【００３０】
　基礎工用施工装置１６は、杭構築等の基礎工を行うもので、下部ガーダー２０と、上部
ガーダー２４とは汎用部材で形成されている。
【００３１】
　下部ガーダー２０は、先行して構築される杭２８または杭２８施工用の下地工であるス
タンドパイプ３０に移動可能に支持されるようになっている。
【００３２】
　具体的には、基礎工は、既存の軌条１２の外側位置に全周回転式圧入機等を設置し、杭
施工用下地工のスタンドパイプ３０を建て込み、杭施工機３２にて掘削を行い、杭２８を
構築し、さらにフーチングを構築して形成されるようになっている。
【００３３】
　下部ガーダー２０は、図９、図１０に示すように、杭２８または杭施工用下地工のスタ
ンドパイプ３０にブラケット３４を取り付け、このブラケット３４にジャッキ３６を介し
て移動用ローラ３８を支持させ、この移動用ローラ３８が下部ガーダー２０の下面側に取
り付けたレール４０と係合し、移動用ローラ３８の駆動により軌条１２（図１参照）に沿
って移動可能に支持されるようになっている。
【００３４】
　この場合、下部ガーダー２０は、杭２８または杭施工用下地工のスタンドパイプ３０等
に対して偏心した位置に支持され、杭の構築や高架橋等の上部工となる部材架設等に影響
を与えることなく施工が可能となる。
【００３５】
　また、下部ガーダー２０は、ジャッキ３６を介して支持されることで、このジャッキ３
６を既設の軌条１２（図１参照）の縦断勾配に対応するものとして用い、ジャッキ３６に
より既設の軌条１２の縦断勾配に応じて容易に対応することができるようになっている。
【００３６】
　さらに、下部ガーダー２０は、図１１、図１２に示すように、複数本のガーダー部材４
２を連結して形成されるようになっており、各ガーダー部材４２間には両側に少なくとも
一対の水平曲線対応用の中折れ機構としての中折れジャッキ４４が設けられ、この中折れ
ジャッキ４４の調整により、既設の軌条１２（図１参照）の水平曲線に応じて下部ガーダ
ー２０を容易に対応させることができるようになっている。
【００３７】
　上部ガーダー２４は、図１に示すように、移動装置付き脚４６を介して上部に前後方向
に延びる前後方向ガイドレール４８が支持されている。
【００３８】
　移動装置付き脚４６は、図９及び図１０に示すように、移動装置５０により下部ガーダ
ー２０の上方に下部ガーダー２０に沿って支持された状態となっており、移動装置５０の
下端に配設された移動用ローラ５２が下部ガーダー２０の上面側に設けたレール５４と係
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合し、移動用ローラ５２の駆動により下部ガーダー２０上で移動可能にされている。
【００３９】
　前後方向ガイドレール４８は、上部ガーダー２４の横方向両側に一対設けられた状態と
なっている。
【００４０】
　そして、この一対の前後方向ガイドレール４８に、複数の可動式吊り装置５６が設けら
れている。
【００４１】
　これら複数の吊り装置５６は、杭２８または杭施工用の下地工を行うための各種施工機
や施工材料を吊り下げ可能とするもので、複数台が同時使用可能とされている。
【００４２】
　また、各吊り装置５６は、上部ガーダー２４に固定された前後方向の移動を可能とする
前後方向ガイドレール４８に支持された図示せぬ横方向ガイドレールに横方向に移動可能
に支持され、上部ガーダー２４の前後及び横方向の全域にわたり移動可能となっている。
【００４３】
　また、この吊り装置５６には、図示せぬが、掘削排土用装置が取り付け可能とされ、杭
施工用下地工のスタンドパイプ３０内の中掘により圧入抵抗を減少させることで、礫質地
盤にも容易に対応できるようにされている。
【００４４】
　このように、吊り装置５６を上部ガーダー２４の前後及び横方向の全域にわたり移動可
能とすることで、一方で杭施工用下地工のスタンドパイプ３０、他方で杭２８の施工等の
同時施工を実現することが可能となり、工期短縮に寄与することが可能となり、さらに、
下部ガーダー２０の外側両端部位置にブラケット２８の設置を可能にすることができる。
【００４５】
　また、上部ガーダー２４には、複数の移動装置付き脚４６に支持させた施工用ステージ
５８が設けられている。
【００４６】
　この施工用ステージ５８には、杭２８または杭施工用の下地工に用いる施工機を載置し
、あるいは、杭施工用下地工のスタンドパイプ３０、鉄筋篭、ブラケット等の施工材料を
仮置きするようになっている。
【００４７】
　このように、施工用ステージ５８に杭施工機を載置して施工用ステージ５８から直接施
工を行ったり、施工済み高架橋１４（図１参照）からの資材の運搬、仮置き等を行って、
施工の効率化、用地の有効利用を図ることが可能となる。
【００４８】
　さらに、上部ガーダー２４と下部ガーダー２０とは、図１に示すように、後方部でロッ
ド状の緊結部材６０により緊結可能にされ、施工時における下部ガーダー２０を支持する
杭２８または杭施工用の下地工に作用する荷重の均等化及び上部ガーダー２４の転倒を防
止するようにしている。
【００４９】
　部材架設用施工装置１８は、図１及び図２に示すように、基礎工上に高架橋１４等の上
部工を行うもので、下部ガーダー２２と、上部ガーダー２６とは基礎工用施工装置１６の
場合と同様に、汎用部材にて形成されている。
【００５０】
　下部ガーダー２４は、基礎工用施工装置１６の下部ガーダー２０と同様に図９及び図１
０に示す構成となっており、詳細説明は省略する。
【００５１】
　上部ガーダー２６は、前方移動装置６２及び後方移動装置６４により下部ガーダー２２
及び高架橋１４の上方に下部ガーダー２２及び高架橋１４上の図示せぬレールに沿って移
動可能に支持されている。
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【００５２】
　前方移動装置６２は、背の高い移動装置からなり、上部ガーダー２６の前方部を支持し
、後方移動装置６４は、背の低い移動装置からなり、上部ガーダー２６の後方部を支持し
ている。
【００５３】
　後方移動装置６４の下端部には、図示せぬが、移動用ローラが設けられ、この移動用ロ
ーラが構築された直上の高架橋１４の上面に配設された図示せぬレールに係合し、移動用
ローラの駆動により前記レールに沿って移動可能にされている。
【００５４】
　また、上部ガーダー２６は、前方部及び後方部が前方移動装置６２及び後方移動装置６
４に支持された状態で、幅方向に移動可能にされるとともに、前後方向で移動可能にされ
た天井クレーン装置６６を搭載し、プレキャスト部材である高架橋１４の橋脚６８、橋梁
７０、床版７２等を搬送、組み立て可能にされている。
【００５５】
　なお、この実施の形態では、プレキャスト部材としてフルプレキャスト部材を用い更な
る工期の短縮化を図っている。
【００５６】
　この部材架設用施工装置１８においては、直上高架橋の通常の幅部はもちろん、拡幅部
等の変断面あるいはスタンドパイプ間隔の急激な変化に対応する必要があり、さらには、
直上高架橋高さの大幅な変化に対応する必要がある。
【００５７】
　特に、前方移動装置６２側は、後方移動装置６４の場合に比し、幅や高さについての影
響を直接受けることとなる。
【００５８】
　そのため、本実施の形態においては、図２及び図３に示すように、前方移動装置６２を
、図１～図３に示す進行方向Ａの両側部に位置する一対の脚部７４と、これら脚部７４を
上部位置で連結する上部連結部７６とを有する門型状に形成し、図３及び図４に示すよう
に、その上部連結部７６に、回転支持機構７８と、拡幅機構８０とを設けるとともに、一
対の脚部７４に上下スライド機構９８を設けるようにしている。
【００５９】
　上部連結部７６は、図４に示すように、天井クレーン装置６６の横行レール８２の両端
部側に脚部７４との連結部材８４が設けられており、この連結部材８４は進行方向Ａに沿
う一対の平行片８６と、この一対の平行片８６の中間位置でこれと直交して一対の平行片
８６を結ぶ交差片８８とを有する平面Ｈ字状となっている。
【００６０】
　また、この連結部材８４と対向する脚部７４の上部も連結部材８４と対応して平面Ｈ字
状となっている。
【００６１】
　回転支持機構７８は、外側の平行片８６と交差片８８との交差位置で１個の接合ピン９
０により脚部７４と連結部材８４とを水平方向で回転可能に連結するとともに、内側の平
行片８６の前後部に形成した接合ピン９０を中心とする回転奇跡に沿った円弧溝９２に脚
部７４より突出させた接合ピン９４を摺動可能に係合させた状態となっている。
【００６２】
　このように、上部連結部７６に設けた回転支持機構７８により一対の脚部７４を水平方
向で回転可能に支持することで、前方移動装置６２の進行方向Ａへの移動の際における下
部ガーダー２２の大幅な断面変化に確実に対応することができる。
【００６３】
　この回転支持機構７８による場合には、例えば、１０ｍで約１．７５ｍの角度変化に対
応することができるようになっている。
【００６４】
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　拡縮機構８０は、上部連結部８４の幅を拡縮することで一対の脚部７４の間隔を拡縮す
るもので、上部連結部８４は交差片８８に横行レール８２の両端部がスライド可能に連結
された状態となっており、この交差片８８と横行レール８２にまたがって両側に伸縮ジャ
ッキ９６が設けられ、この伸縮ジャッキ９６の伸縮によって一対の脚部７４の間隔が拡縮
されるようになっている。
【００６５】
　このように、上部連結部８４に設けた拡縮機構８０により上部連結部８４の幅を拡縮す
ることで一対の脚部７４の間隔を拡縮することができ、これによって、回転支持機構７８
と相まって、前方移動装置６２の進行方向Ａへの移動の際におけるスタンドパイプの間隔
の極端な変化等、下部ガーダー２２の大幅な断面変化に確実に対応することができる。
【００６６】
　この拡縮機構８０による場合には、最大４．５ｍの拡縮が可能である。
【００６７】
　上下スライド機構９８は、一対の脚部７４が上下方向で分割形成され、かつ、上下方向
で伸縮可能に接合された上部脚部１００及び下部脚部１０２と、上部脚部１００及び下部
脚部１０２の対応位置に長さ方向に沿って所定間隔で設けられた複数の連結孔１０４と、
上部脚部１００及び下部脚部１０２の一方（例えば上部脚部１００）に設けられ、他方が
連結孔１０４に対して脱着可能にされた一対の伸縮ジャッキ１０６と、所定の伸縮位置で
上部脚部１００及び下部脚部１０２の対応位置の連結孔１０４に装着可能にされた連結ピ
ン１０８とを有する。
【００６８】
　連結孔１０４の間隔は、例えば０．８ｍで、スライド量が０．８ｍをこえる場合には、
上下部脚部１００、１０２を連結ピン１０８で仮固定した後、伸縮ジャッキ１０６を盛替
え、再度上部脚部１００を上下にスライドさせることで、高さ方向の変化に対応できるよ
うになっている。
【００６９】
　また、この実施の形態では、６．４ｍ以上の高さの変化にも対応できるようにしている
。
【００７０】
　このように、伸縮ジャッキ１０６を盛替えることで、脚部７４を複数段の高さ位置に位
置決めすることができ、その結果、直上高架橋１０４の大幅な高さの変化に確実に対応す
ることができる。
【００７１】
　また、本実施の形態においては、図６～図８に示すように、基礎工用施工装置１６は、
下部ガーダー２０の上方に下部ガーダー２０に沿って支持された移動装置付き脚４６が、
拡縮機構兼用の回転機構１１０により水平方向で回転可能にされている。
【００７２】
　拡縮機構兼用の回転機構１１０は、図６及び図７に示すように、基礎工用施工装置１６
の進行方向Ａに対し移動装置付き脚４６の移動用ローラ５２の角度を下部ガーダー２０の
断面変化に追従させて変化可能としている。
【００７３】
　この場合、移動装置付き脚４６は、前部側及び後部側が中央梁部材１１２に対して伸縮
梁部材１１４を伸縮可能にしており、前部側の中央梁部材１１２は後部側の中央梁部材１
１２よりも太く形成されて、かつ、前部側の中央梁部材１１２と伸縮梁部材１１４とは長
孔１２０及びピン１２２にて連結されて、前部側の伸縮梁部材１１４は前部側の移動装置
付き脚４６を水平方向で回転できるようにされている。
【００７４】
　そして、図８に示すように、前後部の移動装置付き脚４６をそれぞれ水平ブレース１１
６で水平回転可能に連結し、それぞれの中央梁部材１１２及び伸縮梁部材１１４を油圧ジ
ャッキ１１８にて連結した状態となっている。
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【００７５】
　このような拡縮機構兼用の回転機構１１０によれば、例えば図８（Ａ）のような移動装
置付き脚４６が真っ直ぐ前方を向いた状態から、前部側の油圧ジャッキ１１８のみを伸長
させれば、同図（Ｂ）に示すように、移動装置付き脚４６は外側を向くような角度に変化
させることができ、逆の動作をさせることで移動装置付き脚４６を逆向きにさせることが
できる。
【００７６】
　また、この拡縮機構兼用の回転機構１１０は、前後部の油圧ジャッキ１１８を同方向に
伸縮させることで、移動装置付き脚４６間の間隔の拡縮機構として機能することとなる。
【００７７】
　このように、回転機構１１０によって、基礎工用施工装置１６においても、移動の際に
おける下部ガーダー２０の大幅な断面変化に確実に対応することができる。
【００７８】
　なお、本実施の形態においては、回転機構１１０は、拡張機構兼用となっているが、こ
の例に限定されるものではなく、回転機構１１０とは別個に、中央梁部材１１２を伸縮可
能に形成し、この中央梁部材１１２を油圧ジャッキ１１８とは別個に設けた油圧ジャッキ
にて伸縮させるような拡縮機構を設けるようにすることも可能である。
【００７９】
　次に、このような直上高架橋の施工装置１０を用いた直上高架橋の施工方法について、
主に図１を参照しつつ説明する。
【００８０】
　まず、既存の軌条１２の外側位置に全周回転式圧入機等を配置し、杭施工用下地工のス
タンドパイプ３０を建て込み、このスタンドパイプ３０にブラケット３４及びジャッキ３
６（図９～図１０参照）を取り付け、ジャッキ３６に移動用ローラ３８（図９、図１０参
照）を取り付ける工程を複数箇所で行う。
【００８１】
　この状態で、基礎工用施工装置１６の下部ガーダー２０のレール４０（図１０参照）を
移動用ローラ３８（図１０参照）に係合させて、下部ガーダー２０を支持させ、下部ガー
ダー２０上に移動装置付き脚４６の移動装置５０を移動可能に支持させ、その上に上部ガ
ーダー２４を支持させる。
【００８２】
　上部ガーダー２４には、予め施工用ステージ５８を取り付けておき、杭施工機３２等を
載置しておく。
【００８３】
　次いで、さらに前方位置に、複数の吊り装置５６を用いて各種施工機、施工材料等を取
り付けて、杭施工用下地工のスタンドパイプ３０の建て込み及び杭施工機３２を用いた杭
２８、フーチング（図示せず）等の構築を同時施工にて行いつつ、下部ガーダー２０を前
進させる。
【００８４】
　この場合、礫質等の地盤などでは、吊り装置５６に掘削排土用装置を取り付けて施工を
行うことで杭施工用下地工の施工効率を高めるようにしている。
【００８５】
　次に、この後方の基礎工上に取り付けられた移動用ローラ３８（図９、図１０参照）に
、部材架設用施工装置１８の下部ガーダー２２を移動可能に係合させ、その上に前方移動
装置６２を移動可能に支持させるとともに、後方の杭２８上に橋脚６８、橋梁７０、床版
７２の組み立てを行い、構築した高架橋１４上にレール（図示せず）を敷設して後方移動
装置６４を移動可能に支持させる。
【００８６】
　そして、前方移動装置６２及び後方移動装置６４上に部材架設用施工装置１８の上部ガ
ーダー２６を支持させる。
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【００８７】
　上部ガーダー２６上には、天井クレーン装置６６等を搭載しておく。
【００８８】
　次いで、前方の杭施工用下地工のスタンドパイプ３０の建て込み、杭２８の構築等の基
礎工作業とともに、上部ガーダー２６上の天井クレーン装置６６を用いて後方の橋脚６８
、橋梁７０、床版７２等の組み立てを行う。
【００８９】
　次に、構築した高架橋１４の床版７２上にレール（図示せず）を敷設して、次の橋脚６
８上に橋梁７０等を組み立てていく。
【００９０】
　次に、橋梁７０を組み立てた隣の杭２８上に橋脚６８を組み立てて、次の高架橋１４の
組み立ての準備を行う。
【００９１】
　次の高架橋１４の組み立て準備が整った状態で、移動装置５０、前方移動装置６２及び
後方移動装置６４により、各下部ガーダー２０、２２及び上部ガーダー２４、２６を前方
に１スパン分移動させて、次の杭施工用下地工のスタンドパイプ３０の建て込み及び高架
橋１４の組み立ての準備を行い、これを繰り返して高架橋１４を構築していくようになっ
ている。
【００９２】
　この場合、基礎工においては、部材架設用施工装置１８を用いて構築した直上高架橋１
４上を利用して施工材料を部材架設用施工装置１８の手前まで搬送し、部材架設用施工装
置１８の搬送手段である天井クレーン装置６６及び基礎工用施工装置１６の吊り装置５６
を用いて基礎工用の施工材料を直上高架橋１４上より施工用ステージ５８まで搬送して仮
置きする。
【００９３】
　基礎工用の施工材料を直上高架橋１４上より施工用ステージ５８まで搬送するに際して
は、部材架設用施工装置１８の天井クレーン装置６６にて直上高架橋１４上の基礎工用の
施工材料、例えば鉄筋篭を吊り上げ、その状態で天井クレーン装置６６を前方に移動させ
、部材架設用施工装置１８と基礎工用施工装置１６との間に待機させた地上の図示せぬ軌
道上運搬車上に一旦鉄筋篭を吊り下ろす。
【００９４】
　次いで、軌道上運搬車にて鉄筋篭を基礎工用施工装置１６の下部まで移動させ、そこで
基礎工用施工装置１６の吊り装置５６にて施工用ステージ５８まで搬送するようにしてい
る。
【００９５】
　この場合、鉄筋篭を軌道上運搬車とともに吊り下ろし、鉄筋篭の搬送完了後に軌道上運
搬車を天井クレーン装置６６にて回収してもよい。
【００９６】
　また、天井クレーン装置６６による施工材料の搬送は、直上高架橋１４の養生期間中に
行えば、部材架設用施工装置１８の稼働に影響を与えることなく行うことが可能となる。
【００９７】
　そして、基礎工の進捗状況に応じて吊り装置５６により施工用ステージ５８に仮置きし
た施工材料を取り出し搬出して施工を行うことで、施工材料を他の搬送手段を用いること
なく、さらには、他の用地を用いることなく搬送することができ、施工用ステージ５８に
仮置きした施工材料を進捗状況に応じて取り出し施工することが可能となる。
【００９８】
　なお、軌条１２の縦断勾配及び水平曲折に対しては、図３～図６に示すジャッキ３６及
び中折れジャッキ４４の調節にて対応していくようになっている。
【００９９】
　このように、本実施の形態にかかる直上高架橋の施工装置１０を用いる場合には、基礎
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工用施工装置１６及び部材架設用施工装置１８は、それぞれ下部ガーダー２０、２２及び
上部ガーダー２４、２６を有する汎用性のある低コストのものとすることができ、しかも
、各施工装置１６、１８は先行して構築される杭２８または杭施工用の下地工であるスタ
ンドパイプ３０に支持させることで、荷重支持のための全面的な地盤改良や整地作業、横
断する地下埋設物などの防護工等の必要もないため、大幅なコスト低減と工期短縮を実現
することができる。
【０１００】
　また、基礎工用施工装置１６で先行構築した杭２８または杭施工用の下地工であるスタ
ンドパイプ３０に下部ガーダー２０、２２を支持させ、杭２８が構築された状態で後続の
部材架設用施工装置１８により直上の高架橋１４を構築することができ、一連の施工作業
を効率よく行うことができることとなる。
【０１０１】
　さらに、本実施の形態においては、部材架設用施工装置１８は、前方移動装置６２が下
部ガーダー２２上を移動する際に、下部ガーダー２２の断面方向の角度変化が生じた場合
に、上部連結部７６に設けた一対の脚部７４を水平方向で回転可能に支持する回転支持機
構７８により、一対の脚部７４を回転させて下部ガーダー２２の断面方向の大幅な角度変
化に対応させるようになっている。
【０１０２】
　また、前方移動装置６２が下部ガーダー２２上を移動する際に、下部ガーダー２２の断
面方向の角度に急激な変化、例えば、スタンドパイプ３０の間隔の増減等の急激な変化が
生じた場合に、上部連結部７６に設けた上部連結部７６の幅を拡縮する拡縮機構８０によ
り、一対の脚部７４の間隔を拡縮することで回転支持機構７８による脚部７４の回転と相
まって下部ガーダー２２の断面方向の急激な角度変化に対応するようにしている。
【０１０３】
　この場合、基礎工用施工装置１６においても、回転機構１１０によって、移動装置付き
脚４６を水平方向で回転させることにより、移動の際における下部ガーダー２０の大幅な
断面変化に確実に対応することができることとなる。
【０１０４】
　さらに、新設の直上高架橋１４の高さに変化が生じた場合に、上下スライド機構９８を
用い、伸縮ジャッキ９６により上下部脚部１００、１０２の長さを調節して連結ピン１０
８を上下部脚部１００、１０２に形成した対応位置の連結孔１０４に挿入して脚部７４の
高さを調整し、さらに調整を必要とする場合には、伸縮ジャッキ９６を順次盛替えること
により必要な高さまで脚部７４の高さを調整するようにしている。
【０１０５】
　このように、上部連結部７６に設けた回転支持機構７８により一対の脚部７４を水平方
向で回転可能に支持することで、前方移動装置６２の移動の際における下部ガーダー２２
の大幅な断面変化に確実に対応することができる。
【０１０６】
　また、上部連結部７６に設けた拡縮機構８０により上部連結部７６の幅を拡縮すること
で一対の脚部７４の間隔を拡縮することができ、これによって、回転支持機構７８と相ま
って、前方移動装置６２の移動の際における下部ガーダー２２の大幅な断面変化に確実に
対応することができる。
【０１０７】
　そしてさらに、伸縮ジャッキ９６を盛替えることで、脚部７４を複数段の高さ位置に位
置決めすることができ、その結果、直上高架橋１４の大幅な高さの変化に確実に対応する
ことができる。
【０１０８】
　また、本実施の形態においては、基礎工において、下部ガーダー２０に沿って移動装置
付き脚４６が移動する際に、下部ガーダー２０の断面方向の角度変化が生じた場合に、移
動装置付き脚４６を拡縮機構兼用の回転機構１１０により水平方向で回転させて下部ガー



(14) JP 2012-202076 A 2012.10.22

10

20

30

40

ダーの断面方向の角度変化に対応させるとともに、下部ガーダー２０に沿って移動装置付
き脚４６が移動する際に、下部ガーダー２０の断面方向の角度に急激な変化が生じた場合
に、拡縮機構兼用の回転機構１１０により移動装置付き脚４６の幅を拡縮することで回転
機構による移動装置付き脚４６の回転と相まって下部ガーダー２０の断面方向の急激な角
度変化に対応することが可能である。
【産業上の利用可能性】
【０１０９】
　本発明は、前記実施の形態に限定されるものではなく、本発明の要旨の範囲内において
種々の形態に変形可能である。
【０１１０】
　例えば、前記実施の形態では、基礎工用施工装置及び部材架設用施工装置の下部ガーダ
ーを別体としているが、基礎工用施工装置の移動装置と、部材架設用施工装置の前方移動
装置とを兼用として下部ガーダーを一体として形成してもよい。
【０１１１】
　また、杭施工用の下地工であるスタンドパイプに替えて、本設の鋼管杭を施工してもよ
い。
【符号の説明】
【０１１２】
１０　直上高架橋の施工装置
１４　高架橋
１６　基礎工用施工装置
１８　部材架設用施工装置
２０、２２　下部ガーダー
２４、２６　上部ガーダー
２８　杭
４６　移動装置付き脚
６２　前方移動装置
６４　後方移動装置
７４　脚部
７６　上部連結部
７８　回転支持機構
８０　拡縮機構
８４　連結部材
９６、１０６　伸縮ジャッキ
９８　上下スライド機構
１００　上部脚部
１０２　下部脚部
１０４　連結孔
１０８　連結ピン
１１０　回転機構
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